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日医発第466号(保86）

平成１５年９月８日

都道府県医師会長殿

日本医師会長

坪 井 栄 孝

指定等の取消後５年を経過しない医療機関等の再指定等に係る運用基準について

健康保険法第６５条第３項の１により保険医療機関の指定の取消が行われた場合、原則

として取消後５年間は再指定を行わないものと、また、同法第７１条第２項において保険

医の登録の取消が行われた場合には、原則として取消後５年間は再指定を行わないものと

定められております。その運用は政令で定め、特別な事情を有する場合は取消し後５年未

満であっても再指定又は再登録を行うことができることとしております。

平成１０年の保険局長通知で、「不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽微で

あると認められる医療機関等」に該当する場合、医師、歯科医師、薬剤師（医師等）につ

いては、「関与した不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽微であると認められ

る医師等」に該当する場合には２年以上５年未満で再指定又は再登録を認めることができ

るとし、運用基準はありませんでした。今般（平15.9.3保医発第0903001号）、その運用

基準「指定等の取消後５年を経過しない医療機関等の再指定等に係る運用基準」が下記の

とおり定められ、今後は同基準により扱われますのでご連絡します。

記

指定等の取消後５年を経過しない医療機関等の再指定等に係る運用基準について

１ 基本的な考え方

平成１０年７月２７日付保発第１０１号「国民健康保険法等の一部を改正する法律の

施行に伴う関係法令の改正について」において特別な事情を有する医療機関等又は医師



等については、取消後５年未満で再指定又は再登録を認めることができる場合に係る

「不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽微であると認められる医療機関等」

及び「関与した不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽微であると認められる

医師等」の具体的な運用基準を策定するものである。

この運用基準の適用に当たっては、取り消されることとなった事案の不正請求の内容

に応じて決定する。

２ 運用基準

（１）医療機関等

「不正請求の金額又はその金額及び件数の割合が軽微であると認められる医療機関等」

どは、①の要件のいずれかに該当し、②の留意事項のいずれにも該当しない医療機関等

をいう。①の要件については、病院、医科診療所、歯科診療所及び薬局の区分ごとに判

断する。

① 要件

《不正請求の金額の軽微》

ア 保険医療機関又は保険薬局の指定を取消された日より、２年を経過した日から起

算して過去２年以上５年未満（以下単に「過去３年未満」という。）の期間に取消

しを受けた医療機関等を、監査時に判明した１月当たりの平均不正請求金額の多い

順に並べた場合において、下位２.５％未満（端数は切り上げとする。）に含まれ

る医療機関等

《不正請求の金額及び件数の割合の軽微》

イ 保険医療機関又は保険薬局の指定を取消された日より、過去３年未満の期間に取

消しを受けた医療機関等を、監査時に判明した１月当たりの平均診療報酬請求総額

に対する１月当たりの平均不正請求金額の割合の大きい順に並べた場合において、

下位２.５％未満（端数は切り上げとする。）に含まれ、かつ、監査時に判明した

１月当たりの平均診療報酬請求総件数に対する１月当たりの不正請求の件数の割合

の大きい順に並べた場合において、下位２.５％未満（端数は切り上げとする。）

に含まれる医療機関等

② 留意事項

ア 診療録等の関係書類の改ざん等を伴う虚偽の記載、報告、届出などを行ったこと、

正当な理由がなく診療録の記載をしなかったこと、組織的に不正行為を行ったこと、



その他意図的に不正行為を行ったこと。

イ 監査等の実施に当たり、診療録等の関係書類の改ざん、焼却、隠匿、提出拒否、

監査拒否などの監査等の適正な運営の妨害を行ったこと、質問に対する拒否、虚偽

の答弁・報告や関係者への否認要請等不正事実の意図的な否認を行ったこと。

（２）医師等

「関与した不正請求の金額又は金額及び件数の割合が軽微であると認められる医師等」

については、医療機関等の取扱いに準じる。

この場合、（１）の①については、医師、歯科医師及び薬剤師の区分ごとに判断する

ものとし、②については、開設者又は管理者の強要等があった場合であって、「保険医

療機関及び保険医療養担当規則」、「老人保健法の規定による医療並びに入院時食事療

養費及び特定療養費に係る療養の取扱い及び担当に関する基準」又は「保険薬局及び保

険薬剤師療養担当規則」の規定を遵守しようとしたにもかかわらず生じた事情について

は、この限りではない。

なお、医師等自らが関与した不正請求の金額及び件数の割合を正確に把握できない場

合、当面、当該割合の算出方法として、医療機関等単位で算出された１月当たりの平均

診療報酬請求総金額又は総件数をそれぞれ医師等の常勤換算者数で除した金額及び件数

に対する不正請求に関与した医師等ごとの監査時に判明した１月当たりの不正請求の金

額及び件数の割合を用いることができる。また、名義貸しを行った場合又は関与した場

合は、その利得し、又は利得させた額を不正請求の金額に加える。

３ 判定等

２年以上５年未満で再指定を認めることができる場合とは、２の運用基準に該当する

医療機関等又は医師等とする。

決定に基づく再指定の効力発生日は、月の初日とする。

（添付資料）

１．指定等の取消後５年を経過しない医療機関等の再指定等に係る運用基準について

（平15.9.3 保医発第0903001厚生労働省保険局医療課長通知）

参考

中医協資料「指定等の取消後５年を経過しない医療機関等の再指定等に係る運用基準

について」
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